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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第160期
第３四半期
連結累計期間

第161期
第３四半期
連結累計期間

第160期
第３四半期
連結会計期間

第161期
第３四半期
連結会計期間

第160期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (百万円) 1,430,2261,213,826481,604427,9681,887,170

経常利益 (百万円) 33,028 22,560 10,910 12,083 53,363

四半期(当期)純利益(△損失)(百万円) 4,142 19,506 △3,969 12,367△20,453

純資産額 (百万円) ― － 509,620488,804473,149

総資産額 (百万円) ― － 1,147,3621,057,1051,092,543

１株当たり純資産額 (円) ― － 196,211.011,882.831,823.23

１株当たり四半期
(当期)純利益(△損失)

(円) 1,594.56 78.36△1,599.07 49.63 △79.61

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 1,443.48 78.00 ― 49.63 ―

自己資本比率 (％) ― － 42.4 44.4 41.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,531 33,300 ― － 42,359

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,226 △6,330 ― － △22,263

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,766 △29,277 ― － △27,748

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― － 59,296 55,406 57,271

従業員数 (名) ― － 17,558 18,132 17,921

(注)１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３. 提出会社は、平成21年１月４日付で、普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。

　　　　なお、第160期の１株当たり当期純損失は、期首に分割が行われたものとして計算しております。

４. 第160期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益および第160期の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失および１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社の異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

連結子会社である㈱電通国際情報サービスは、平成21年10月１日をもって、その子会社である㈱ブレイ

ニーワークスを吸収合併しました。

　

　

４ 【従業員の状況】

(１) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 18,132

(注)　従業員数は就業人員数であります。

　

　

(２) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 6,728

(注)　従業員数は就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【営業の状況】

(１) 営業実績

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの営業実績は次のとおりであります。

　

事業の種類別
セグメントの名称

売上高(百万円)

前年同四半期比
(％)

前第３四半期
連結会計期間

(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

広告業 461,761 415,942 90.1

情報サービス業 16,623 12,050 72.5

その他の事業 9,021 5,237 58.1

計 487,406 433,230 88.9

(注)　上記金額に消費税等は含まれておりません。

なお、上記売上高には、消去又は全社の金額が前第３四半期連結会計期間について5,802百万円、当第３四半期連

結会計期間について5,262百万円含まれております。

　

(２) 国内における広告取引の状況

①　マスメディア広告取引

マスメディアの広告料金は、各メディア会社の発行する広告料金表に定められております。通常の媒

体広告取引は、この料金表の定価を基に行われますが、引合状況等により、実勢価格は異なります。

なお、当社グループではマスメディアにつき広告料金全額を売上高として計上し、メディア会社に支

払う広告料金から取引手数料を控除した金額を売上原価として計上しております(図１参照)。

　

図１　広告のスペースまたは時間枠の取引

　

またメディアで掲載・放送する広告の企画・制作(クリエーティブ)等に係る収入については、上記

手数料とは別に企画料・制作料等の報酬を広告主から得ております。企画・制作作業に関して制作会

社等の協力会社に対して外注費が発生する場合には、当社およびグループ各社の利益を外注費に加え

て広告主に請求しております(図２参照)。

　

図２　広告の企画・制作(クリエーティブ)等の取引
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②　その他の広告取引

その他の広告取引には、交通広告等、マスメディア広告と同様に広告料金表に応じて取引を行う場

合、サービスの内容に応じて広告主および発注先と個別に交渉を行って広告料金を決定する取引を行

う場合等があります。その他の広告取引のうち比較的広告料金が確定しているものは、交通広告であり

ます。

　
　
２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。

(１) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、世界的な金融危機に端を発した不況から、輸出の

増加や政策効果により、徐々に持ち直しつつあるものの、厳しい個人所得や雇用環境、デフレの進行や円

高への懸念など、依然として不透明な先行きとなっております。

こうしたなか、当社グループは、中期経営計画「Dentsu Innovation 2013」に基づく様々なイノベー

ション・プロジェクトを進めるとともに、「TOYOTA プレゼンツ FIFAクラブワールドカップ UAE 2009」

などを足がかりに、多面的にビジネス展開を行ってまいりました。その結果、当第３四半期連結会計期間

の連結売上高は4,279億68百万円（前年同四半期比11.1％減）、売上総利益750億41百万円（同2.6％

減）、営業利益121億11百万円（同9.4％増）、経常利益120億83百万円（同10.7％増）、四半期純利益は

123億67百万円（前年同四半期は39億69百万円の四半期純損失）となりました。なお、前年同四半期にお

いては投資有価証券評価損93億４百万円を計上していたこと、および、当第３四半期連結会計期間におい

ては、過年度に計上した投資有価証券評価損等の一部について、繰延税金資産を計上したことで、税負担

率が低下したことなどにより、四半期純利益となりました。

また、持分法適用会社であるピュブリシスグループが四半期決算を開示していないため、当第３四半期

連結会計期間においては、ピュブリシスグループの第３四半期連結会計期間の損益に対する当社持分の

取り込みおよびのれん相当額の償却を行っておりません。

　

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

①広告業

広告業では、売上高4,159億42百万円（前年同四半期比9.9％減）、営業利益118億円（同32.9％増）

でありました。

　

② 情報サービス業

情報サービス業では、売上高120億50百万円（前年同四半期比27.5％減）、営業損失11億32百万円

（前年同四半期は５億58百万円の営業利益）でありました。㈱電通国際情報サービスのグループ各社

が当セグメントの対象会社となります。

　

③ その他の事業

その他の事業では、売上高52億37百万円（前年同四半期比41.9％減）、営業利益５億42百万円（同

14.1％減）でありました。
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。

① 日本

日本では、売上高3,955億13百万円（前年同四半期比9.9％減）、営業利益117億14百万円（同 14.0％

増）でありました。

　

②  海外

海外では、売上高336億25百万円（前年同四半期比28.4％減）、営業利益３億98百万円（同 52.9％

減）でありました。

　

連結業績には、当社単体の業績が大きく影響しております。当第３四半期連結会計期間における当社単

体の業績および業務区分別・業種別業績の概況は、以下のとおりです。

　当社単体の業績は、売上高が3,436億64百万円（前年同四半期比7.6％減）、売上総利益は484億22百万円

（同1.5％増）、営業利益は97億38百万円（同41.6％増）、経常利益は104億９百万円（同 37.1％増）、四

半期純利益は121億22百万円（前年同四半期は51億84百万円の四半期純損失）となりました。

　

＜業務区分別＞ 

業 務 区 分 売上高 構成比
前年同四半期
増減率

　

　 　 百万円 ％ ％ 　

　 新　　　　　聞 31,575 9.2 △16.1　

　 雑　　　　　誌 11,252 3.3 △31.8　

　 ラ　　ジ　　オ 5,166 1.5 △5.9　

　 テ　　レ　　ビ 167,212 48.7 △6.3　

　 （テレビタイム） (73,522)(21.4)(△13.1)　

　 （テレビスポット） (93,690)(27.3) (△0.2)　

　 インタラクティブメディア 9,474 2.8 44.6　

　 ＯＯＨメディア 9,492 2.8 △6.0　

　 クリエーティブ 39,310 11.4 △3.1　

　
マーケティング

/プロモーション
46,967 13.7 △2.0　

　 コンテンツサービス 17,709 5.2 △14.8　

　 そ　　の　　他 5,504 1.6 △30.1　

　 計 343,664 100.0 △7.6　

　
    注1：主要な業務区分の内容は、下記のとおりです。　 

         新聞：新聞広告枠の取引業務

   　    雑誌：雑誌広告枠の取引業務

  　     ラジオ：ラジオ広告枠の取引業務

         テレビ：テレビ広告枠の取引業務

         テレビタイム：テレビタイム広告枠(番組提供による番組内)の取引業務 

         テレビスポット：テレビスポット広告枠(主に番組間)の取引業務 

         インタラクティブメディア：インターネット、モバイルに関する広告枠の取引業務 

         ＯＯＨメディア：アウト・オブ・ホーム・メディア(交通、屋外、折込)広告枠の取引業務 

         クリエーティブ：広告表現立案業務、広告制作業務および関連業務 

         マーケティング/プロモーション：クライアントのマーケティング、コミュニケーション、ブランド、

　　　　　　　　　  　経営等の戦略立案、コンサルティング業務、および課題解決のためのSP、イベント、PR、

　　　　　　　    　　eプロモーション、ダイレクトマーケティング等のソリューションの企画・実施作業 

         コンテンツサービス：スポーツ領域、エンタテインメント領域での権利販売業務、企画立案・制作実施

　　　　　　　　　  　業務およびその他のコンテンツサービス

　　　   その他：衛星その他のメディア、メディアプランニング等が含まれます。

    注2：各業務区分の構成比は、小数第１位未満を四捨五入しています。　          
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マス四媒体の売上高は、2,152億６百万円（前年同四半期比9.6％減）となりました。また、マス四媒体

以外の売上高は1,284億57百万円（同4.0％減）となり、売上高構成比は37.4％と前年同四半期から1.4ポ

イント増加しました。

　

＜業種別＞ 

　当第３四半期連結会計期間において、当社単体売上高に占める割合の大きい上位10業種では「食品」

（前年同四半期比8.9％増）で売上高が増加しました。一方「情報・通信」（同4.3％減）、「飲料・嗜好

品」（同3.9％減）、「化粧品・トイレタリー」（同2.5％減）、「金融・保険」（同13.2％減）、「薬品

・医療用品」（同0.4％減）、「流通・小売業」（同4.0％減）、「自動車・関連品」（同30.1％減）、

「趣味・スポーツ用品」（同3.1％減）、「家電・ＡＶ機器」（同22.3％減）で売上高が減少しました。

　
　 (２) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、554億６百万円

(第２四半期連結会計期間末602億94百万円)となりました。投資活動および財務活動による支出が、営業

活動による収入を上回ったため、第２四半期連結会計期間末に比べ48億88百万円の減少となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローによる収入は、８億11百万円（前年同四半期は193億61百万円の

支出）となりました。前年同四半期においては、売上債権の増加による支出160億64百万円に対して仕

入債務の減少による支出73億７百万円でしたが、当第３四半期連結会計期間においては、売上債権の増

加による支出359億94百万円に対して仕入債務の増加による収入が192億44百万円であったこと等によ

り、収入となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期の38億90百万円から36億95百万円減少し、１億94百万

円となりました。主に投資有価証券の売却による収入が増加したためです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、47億95百万円（前年同四半期は220億26百万円の収入）となりまし

た。前年同四半期はコマーシャル・ペーパーの発行による収入が290億円ありましたが、当第３四半期

連結会計期間においては、コマーシャル・ペーパーの増減はありませんでした。

　

(３) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間に、事業上および財務上の対処すべき課題に、重要な変更はありません。

　

(４) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、２億65百万円であり、全て情報サービス業

に属するものであります。

㈱電通国際情報サービスおよびその連結子会社は、平成21年３月期から平成23年３月期までの３ヵ年

を対象とした中期経営計画において、同社グループならではの独自ソリューションを創出するため、積極

的に研究開発・製品開発投資を実行する計画としております。

当第３四半期連結会計期間におきましては、人事管理システムのリニューアル開発、製造業向け製品開

発プロセス最適化システムの機能強化、地域金融機関向けソリューションBANK・R(バンクアール)の新規

モジュールおよび関連サービスの開発などを実施しております。
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(５) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

①　経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの収益は、主にマス四媒体やインタラクティブメディア、OOHメディアなどの広告に係

るサービスおよびそれに関連するクリエーティブ・サービスによるものであり、広告枠の販売に係る

メディア会社からのコミッションが大半を占めます。特にマス四媒体の広告枠の販売に係るコミッ

ションが当社グループにとって重要な収益となっています。 

　マス四媒体の広告に関連して、収益に影響を及ぼす主な要因は次のとおりです。 

　ア　国内の広告費(景況全般、技術革新、規制緩和および競争激化等、産業に影響を与える情

　　　勢により変動) 

　イ　日本の広告業界における当社グループの競争力 

　ウ　広告枠に対してメディア会社に支払う料金 

　エ　広告主の媒体ニーズの変化 

近年、インターネットの普及が進み、すでに家庭内のメディア接触時間では、インターネットがテレ

ビに次ぐメディアとなっています。こうしたメディア環境の変化に伴い、広告主においても、マス四媒

体とインターネットやモバイルなどのインタラクティブ・メディアを組み合わせた効果的かつ効率的

なメディア・プランニングの提供、広告効果の検証など、ニーズの高度化が進んでいます。当社グルー

プでは、こうしたクライアント・ニーズに的確に応えるため、付加価値の高いクロスメディア・キャン

ペーンの提供に努めています。

最近の傾向として、このような幅広い領域にわたる一貫したサービス、コスト効率や広告効果の検証

ツール等に対するニーズの高まりから、広告主が大手広告会社との取引を増やす傾向にあると思われ

ます。

　当社グループでは、プロモーションなどのサービスを、マス四媒体の広告と関連して提供することも

多く、例えば、プロモーションの場合、クライアントは消費者による商品およびサービスの購入を促進

するため、マス四媒体の広告キャンペーンをPOP(ポイント・オブ・パーチェス)および販促イベント、

その他の方法と組み合わせて展開するのが一般的です。これらのサービスに対する需要はマス四媒体

の広告への需要とは別に変動することもありますが、マス四媒体の広告の需要に影響を与える要因は

同時にマス四媒体の広告以外のサービスの需要にも影響を与えます。

当社グループはまた、エンタテインメントおよびスポーツマーケティングに係るサービスからも収

益を得ています。具体的には、映画、スポーツ・イベント、音楽等のメディア・コンテンツについて、制

作、マーケティング、協賛社獲得、スポンサーシップ・放映権・その他諸権利の販売・仲介を行ってい

ます。これらのサービスによる収益の内訳は、メディア・コンテンツに関する諸権利の純売買益または

取扱手数料、メディア・コンテンツに含まれる諸権利および使用権からの収益、そして諸サービスに対

する報酬です。収益は、イベントの開催場所や開催時期、当社グループが諸権利を得る条件、メディア・

コンテンツに対する消費者の需要や関心度、広告主および放送局等の当該諸権利に対する需要の度合

いなどの要因によって異なります。

さらに、当社グループは、CRM(顧客管理サービス)、eマーケティングサービスおよびシステム構築

サービスなどのソリューション事業の提供による収益も得ています。このサービスによる収益は、広告

サービスによる収益に影響を与える要因のほか、システム開発にかける設備投資額の市場トレンドに

も影響されます。

また、海外における広告サービスによる収益も得ています。収益に影響を与える要因は、日本におい

ても海外においても概して相違ないといえます。よって、国ごとの景況、特定産業の発展、広告業界にお

ける当社グループ企業のポジション、サービスに対する報酬に関する市場慣習、広告主のメディアごと

の需要の変化などによって、当社グループが事業展開する国々における収益トレンドが異なる可能性

があります。また、当社グループの報告通貨である円と、当社グループが展開する海外諸国の通貨間の

為替レートの変動も、海外における広告サービスによる収益に影響を与えます。 
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　②　経営戦略の現状と見通し

当社グループは、昨年１月に新しいグループ企業理念「Good Innovation.」（グッド イノベーショ

ン）を導入し、昨年７月には2014年３月期（2013年度）を最終目標とする電通グループの新中期経営

計画「Dentsu Innovation 2013」（2009～2013年度）を策定いたしました。
　
　
　ア　デジタル領域

デジタル領域を今後の当社グループの成長を牽引する中核的事業へと育成するために、１月に

は、社内のデジタル関連部署を発展的に解消・統合し、デジタル関連リソースを再編・集約した

「デジタル・ビジネス局（以下、DB局）」を設置するとともに、新たにデジタル関連事業を統括す

る事業統括会社「株式会社電通デジタル・ホールディングス（以下、DDH）」を設立しました。DB

局では社内のデジタル関連の機能やリソースを集約し、各セクションと密接に協働しながら、総合

広告会社の強みである統合キャンペーン、クリエーティブ、マスメディア等と連携した、統合的か

つ高度なソリューションを提供してまいります。また、電通グループのデジタル関連事業を統括す

るDDHとDB局が常に連携しながら、ひとつのデジタル・エージェンシーのように機能することで、

グループ全体の統合的デジタル戦略を迅速に立案・実施し、テクノロジー等の事業環境変化およ

び広告主ニーズの高度化に即応できる体制を構築してまいります。
　
　イ　グローバル領域

昨年12月には、アジア有数の広告市場である韓国において、メディア事業の再構築によるビジネ

スの強化・拡大と当社グループのプレゼンスを向上させるために、新たにメディア事業の基幹会

社「電通メディア韓国」を設立いたしました。また今後も安定した成長が見込まれるブラジルで

の営業力強化に向けて、電通ラテンアメリカを完全子会社化しました。

　さらに中国において、クライアント各社が店頭・街頭販促をますます重要視するなか、中国での

販促事業強化のために、中国最大の販促ネットワークを持ち、ＩＴマネジメントのプラットフォー

ムを持つサントレンドグループと、資本・業務提携に関する基本合意書を締結しました。

　また、欧米におけるデジタル領域強化に向けて、米国Innovation Interactive社を１月に買収い

たしました。
　

ウ　プラットフォーム・ビジネス

今後、様々な顧客接点の中で、新しいプラットフォームやメソッド・ツールを開発し、生活者情

報の分析を収益に結び付けていくための新しい社内組織を１月に設立しました。様々なキープレ

イヤーとの連携も含め、グループ全体の競争力強化と成長に向けて、戦略的な推進体制により、新

たな収益化を目指してまいります。

　たとえば、iPhoneをはじめとした大画面・高解像度・タッチパネル対応端末の急速な普及に伴

い、一部新聞や雑誌において電子配信サービスが始まっていますが、電子新聞をiPhone等の携帯端

末へ配信する際の広告枠において、ユニークな動画広告表現や、様々な付加価値機能を持たせるこ

とを可能にする新手法を、実験を通して検討していきます。
　

エ　ソリューション領域

国内マーケティングリサーチ最大手の株式会社インテージと、クライアント企業のマーケティ

ング活動における意思決定の精度向上とスピード向上を支援する、マーケティング・インテリ

ジェンス領域のソリューションの共同開発において、業務提携を行うことに合意致しました。2010

年４月をめどに、企業の事業課題、マーケティング課題の解決を支援する新しいソリューションを

共同開発し、両社のクライアント企業に提供してまいります。
　

オ　人材育成

グループ全体での経営力の強化とソリューション力の向上に向けて、５年間で約700名のリー

ダー人材を育成する「電通マネジメント・インスティテュート」と「電通マネジメント塾」を、

2010年４月より設置いたします。今後も、デジタルやグローバルの専門人材の育成、既存研修の強

化・拡充および役職に応じた短期研修プログラムをより一層充実させることで、当社グループの

競争力を強化していく一助としてまいります。
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カ　コストコントロール

当第３四半期連結会計期間では、売上総利益率の改善が進み、予算に対して売上総利益、営業利

益ともに上回り、改革の効果が現れたと考えております。今後とも引き続き、グループ全体でのコ

ストコントロールを行い、収益構造を変革してまいります。
　
当社グループでは、新たな時代に相応しい積極果敢な活動と事業構造改革に取り組み、2013年度末ま

でに以下の経営目標を達成することを目指してまいります。

■連結営業利益　700億円

■オペレーティング・マージン　20％以上

（オペレーティング・マージン＝営業利益÷売上総利益×100）

■ＲＯＥ　８％
　
(６) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　資金需要

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、広告作業実施のための媒体料金および制作費の支

払等ならびに人件費をはじめとする販売費及び一般管理費であります。

　また、近年においては既存の広告取引とは異なる事業機会を発掘するため、デジタル領域およびグ

ローバル事業への投資に係る資金需要が生じております。
　
②　財務政策

当社グループは、運転資金につきましては、内部資金、コマーシャル・ペーパーまたは短期借入金に

より調達することとしております。流動資産から流動負債を控除した運転資本については、当社グルー

プでは以前から流動資産が上回っております。前連結会計年度末、第２四半期連結会計期間末および、

第３四半期連結会計期間末における当社グループの運転資本は、それぞれ962億円、955億円および

1,035億円の超過となっております。 

　当社グループでは、資金の短期流動性を確保するため、シンジケート銀行団と450億円の融資限度枠を

設定しております。また、キャッシュ・マネジメントを強化するため、資金余剰状態にある国内子会社

から当社が資金を借り入れ、資金需要が発生している国内子会社に貸出を行うグループ・ファイナン

ス・システムを導入しております。 

　当社は、格付機関である㈱格付投資情報センター(R＆I)から長期格付AA、短期格付a-１＋を取得し、ス

タンダード＆プアーズ(S＆P)から長期格付AA－、短期格付A-１＋を取得しております。 
　
(７) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループは、不透明なビジネス環境の中で、克服せねばならない問題を多く抱えています。ビジネ

ス環境が大きく変化するなか、その時代に合った変化をしていく必要があります。日本経済は厳しい状態

が続いていますが、ひとたび海外に目を転じれば、BRICsなどの新興国の台頭により、長く続いた世界の勢

力図が変化してきています。３年から５年後には、世界経済の勢力図は、明らかに今とは異なる姿となっ

ていると考えます。

　また、モノづくりから流通の仕組み、そしてメディアや広告にいたるまで、ビジネスそのものの構造が大

きく姿を変えていく中、私たちは、豊かな想像力を駆使して、新しい時代をダイナミックに築きあげてい

く必要があります。そして当社グループが進化するプロフェッショナル集団に「生まれ変わる」ため、自

信を持ってさらなる改革を進めていかねばなりません。

　現在、昨年７月に発表した中期経営計画「Dentsu Innovation 2013」に基づき、様々なプロジェクトを

進めておりますが、確実に成果が現れており、引き続き改革を推進していきます。
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第３ 【設備の状況】

(１) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(２) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,100,000,000

計 1,100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 278,184,000278,184,000
東京証券取引所
市場第一部

株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式。
単元株式数100株

計 278,184,000278,184,000― ―

　

（２） 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。
　

（３） 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。
　

（４） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 278,184,000 ― 58,967 ― 60,899

　

（５） 【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― 　

議決権制限株式(自己株式等) ― ― 　

議決権制限株式(その他) ― ― 　

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 29,024,800 

―
株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式。単元株
式数100株

完全議決権株式(その他)
普通株式　　　　　　　　　
　　　　　248,668,900

2,486,689 同上

単元未満株式
普通株式　　　
　　　　　　　490,300

― 同上

発行済株式総数 278,184,000― ―

総株主の議決権 ― 2,486,689 ―

(注)　１　単元未満株式には、当社所有の自己株式８株、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有してい

ない単元未満株式39株および証券保管振替機構名義の単元未満株式32株が含まれております。

２　完全議決権株式(その他)の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,500株含まれております。

　　「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数85個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社電通

東京都港区東新橋一丁目
８番１号

29,024,800― 29,024,80010.43

計 ― 29,024,800― 29,024,80010.43

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない単元未満株式が39株(議決権

の数０個)があります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 1,8281,9552,1152,0552,2402,2102,1251,9582,195

最低(円) 1,4311,7171,8141,7871,9902,0451,9211,7971,824

(注)　東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

　

役職の異動

新役名および職名 旧役名および職名 氏名 異動年月日

取締役　専務執行役員
取締役 新山迪雄 平成21年８月27日

人事施策担当
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四

半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四

半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツ

による四半期レビューを受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 56,675 ※2
 58,417

受取手形及び売掛金 ※6
 391,571 427,696

有価証券 182 1,179

たな卸資産 ※3, ※4
 13,272

※3
 14,464

その他 47,935 47,905

貸倒引当金 △3,324 △3,345

流動資産合計 506,313 546,317

固定資産

有形固定資産

土地 160,382 160,803

その他（純額） ※1
 88,887

※1, ※2
 91,835

有形固定資産合計 249,270 252,639

無形固定資産

のれん 24,070 20,658

その他 22,353 26,360

無形固定資産合計 46,424 47,019

投資その他の資産

投資有価証券 176,744 ※2
 174,464

その他 79,404 ※2
 73,216

貸倒引当金 △1,051 △1,112

投資その他の資産合計 255,098 246,567

固定資産合計 550,792 546,226

資産合計 1,057,105 1,092,543
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※6
 330,404

※2
 367,422

短期借入金 3,626 3,625

未払法人税等 3,553 5,602

引当金 ※4
 1,041 607

その他 64,122 ※2
 72,816

流動負債合計 402,747 450,075

固定負債

長期借入金 112,272 ※2
 116,195

退職給付引当金 31,722 29,775

その他の引当金 819 1,145

その他 20,738 22,202

固定負債合計 165,553 169,318

負債合計 568,301 619,394

純資産の部

株主資本

資本金 58,967 58,967

資本剰余金 60,899 61,583

利益剰余金 442,107 429,615

自己株式 △65,053 △67,367

株主資本合計 496,921 482,798

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △687 △2,440

繰延ヘッジ損益 △1,905 126

土地再評価差額金 △7,187 △7,187

為替換算調整勘定 △18,017 △20,730

評価・換算差額等合計 △27,796 △30,230

新株予約権 0 0

少数株主持分 19,680 20,581

純資産合計 488,804 473,149

負債純資産合計 1,057,105 1,092,543
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 1,430,226 1,213,826

売上原価 1,196,716 1,003,861

売上総利益 233,510 209,964

販売費及び一般管理費

給料及び手当 102,052 99,661

役員賞与引当金繰入額 302 187

退職給付引当金繰入額 7,114 8,585

役員退職慰労引当金繰入額 192 147

福利厚生費 12,987 12,528

減価償却費 10,350 10,056

のれん償却額 1,504 1,537

貸倒引当金繰入額 － 16

その他 70,139 58,282

販売費及び一般管理費合計 204,643 191,001

営業利益 28,866 18,963

営業外収益

受取利息 1,023 530

受取配当金 1,641 1,353

為替差益 279 151

持分法による投資利益 2,393 2,760

その他 1,579 1,835

営業外収益合計 6,917 6,632

営業外費用

支払利息 1,774 1,719

その他 981 1,315

営業外費用合計 2,755 3,034

経常利益 33,028 22,560

特別利益

固定資産売却益 27 866

投資有価証券売却益 805 359

その他 589 527

特別利益合計 1,422 1,753
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

特別損失

固定資産売却損 11 30

固定資産除却損 188 599

減損損失 1,205 101

投資有価証券評価損 10,117 561

事業再編損 ※1
 4,484

※1
 662

その他 ※2
 2,440 809

特別損失合計 18,448 2,766

税金等調整前四半期純利益 16,002 21,548

法人税、住民税及び事業税 7,718 6,807

過年度法人税等 － △2,229

法人税等調整額 4,022 ※3
 △1,618

法人税等合計 11,741 2,959

少数株主利益又は少数株主損失（△） 118 △917

四半期純利益 4,142 19,506
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 481,604 427,968

売上原価 404,558 352,926

売上総利益 77,045 75,041

販売費及び一般管理費

給料及び手当 33,718 33,641

役員賞与引当金繰入額 65 61

退職給付引当金繰入額 2,315 2,877

役員退職慰労引当金繰入額 57 47

福利厚生費 4,467 4,068

減価償却費 3,444 3,217

のれん償却額 493 549

その他 21,412 18,465

販売費及び一般管理費合計 65,975 62,929

営業利益 11,070 12,111

営業外収益

受取利息 294 144

受取配当金 162 152

持分法による投資利益 － 166

保険配当金 284 287

その他 359 616

営業外収益合計 1,100 1,367

営業外費用

支払利息 635 565

持分法による投資損失 277 －

為替差損 93 31

長期前払費用償却 － 517

その他 253 280

営業外費用合計 1,260 1,396

経常利益 10,910 12,083

特別利益

固定資産売却益 4 4

投資有価証券売却益 － 358

貸倒引当金戻入額 79 17

関係会社清算益 51 －

その他 17 43

特別利益合計 152 423
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（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

特別損失

固定資産売却損 3 24

固定資産除却損 78 288

減損損失 163 101

投資有価証券評価損 9,304 415

その他 ※1
 1,213 233

特別損失合計 10,764 1,063

税金等調整前四半期純利益 299 11,442

法人税、住民税及び事業税 △966 3,487

過年度法人税等 － △1

法人税等調整額 5,076 △3,971

法人税等合計 4,110 △485

少数株主利益又は少数株主損失（△） 158 △438

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,969 12,367
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 16,002 21,548

減価償却費 11,807 12,159

減損損失 1,205 101

のれん償却額 3,073 1,537

貸倒引当金の増減額（△は減少） △115 △22

退職給付引当金の増減額（△は減少） 884 1,937

受取利息及び受取配当金 △2,665 △1,883

支払利息 1,774 1,719

為替差損益（△は益） △21 21

持分法による投資損益（△は益） △2,393 △2,760

投資有価証券評価損益（△は益） 10,117 －

売上債権の増減額（△は増加） 49,988 36,534

たな卸資産の増減額（△は増加） 252 1,253

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,665 △2,150

仕入債務の増減額（△は減少） △56,797 △37,356

その他の流動負債の増減額（△は減少） △9,134 3,810

その他 △1,886 △170

小計 20,424 36,281

利息及び配当金の受取額 6,478 5,893

利息の支払額 △1,782 △1,709

法人税等の支払額 △21,589 △7,164

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,531 33,300

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △997 △0

有価証券の売却による収入 200 1,128

有形固定資産の取得による支出 △3,700 △2,280

有形固定資産の売却による収入 67 1,325

ソフトウエアの取得による支出 △5,332 △2,445

投資有価証券の取得による支出 △2,441 △3,634

投資有価証券の売却による収入 9,533 3,367

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

914 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△103 △6

貸付けによる支出 △3,363 △332

貸付金の回収による収入 2,728 954

長期前払費用の取得による支出 － △4,211

その他 △1,731 △196

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,226 △6,330
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,222 △43

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 29,000 △15,000

長期借入れによる収入 40,000 －

長期借入金の返済による支出 △3,938 △3,925

自己株式の取得による支出 △60,648 △1,471

配当金の支払額 △9,769 △6,839

少数株主への配当金の支払額 △523 △408

その他 337 △1,587

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,766 △29,277

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,494 373

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,955 △1,934

現金及び現金同等物の期首残高 70,252 57,271

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 69

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 59,296

※1
 55,406
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　連結の範囲の変更

連結子会社は㈱電通東日本他計121社です。Dentsu　Sports　America，Inc.は、当第３四半期連結累計期間におい

て設立されたため、Dentsu-Smart　LLC他計３社は重要性が増加したため、Dentsu-Smart　LLC他計３社は第２四半期

連結会計期間より、㈱ISIDアシストは第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。一方、連結の範

囲内で、会社分割により、第１四半期連結会計期間において㈱電通クリエーティブＸが増加しました。

　また、ISI-Dentsu　South　East　Asia（Malaysia）Sdn.Bhd.他計２社は、当第３四半期連結累計期間において保有

株式を売却したため、ISID　Finance　of　America，Inc.他計７社は清算が結了したため、ISI-Dentsu　South　East　

Asia（Malaysia）Sdn.Bhd.は第１四半期連結会計期間より、ISID　Finance　of　America，Inc.他計４社は第２四半

期連結会計期間より、All　About　Livecom　GmbH他計４社は第３四半期連結会計期間より連結子会社から除外し、売

却または清算結了時点までの損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書のみ連結しております。一方、連結の範

囲内で、合併により、第３四半期連結会計期間において㈱ブレイニーワークスが減少しました。

 
２　持分法適用の範囲の変更

関連会社である㈱ビデオリサーチ他計33社に対して持分法を適用しております。ネオ・アット・オグルヴィ㈱

他計５社は、重要性が増加したため、ネオ・アット・オグルヴィ㈱は第１四半期連結会計期間より、Match　

Hospitality　AG他計２社は第２四半期連結会計期間より、DENTSU　YOUNG　&　RUBICAM　LIMITED（タイランド）他計

２社は第３四半期連結会計期間より持分法適用会社に加えております。

　また、LOOK　COMMUNICATIONS　BVについては、当第３四半期連結累計期間において株式を売却したため、第３四半期

連結会計期間より持分法適用会社から除外しました。

　なお、㈱ＣＧＭマーケティングは、当第３四半期連結累計期間において持分比率の低下により関連会社でなく

なったため、第２四半期連結会計期間より持分法適用会社から除外しましたが、追加出資により再度関連会社と

なったため、第３四半期連結会計期間より持分法を適用しております。

 
３  連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、㈱スリーピーの決算日は、従来、２月28日または２月29日であり、連結財務諸表の作成に当

たっては同決算日現在の財務諸表を使用しておりましたが、前期において決算日を８月31日に変更したため、第３

四半期連結累計期間においては、平成21年３月1日から平成21年11月30日までの財務諸表を利用しております。た

だし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

また、㈱ISIDテクノソリューションズは清算手続開始のため、決算日を３月31日から12月１日に変更しました

が、四半期連結財務諸表の作成に際しては、四半期連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を利

用しております。

 
４　会計処理の原則及び手続の変更

(1)　売上高及び売上原価の計上基準の変更

受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成19年12月27日 企業会計基準第15号）および「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成19年12月27日　企業会計基準適用指針第18号）を第１四

半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　この変更に伴う売上高および損益に与える影響、およびセグメント情報に与える影響は軽微です。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

１．前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました投資有価証券評価損益については、重要性が低下し

たため、営業活動によるキャッシュ・フローのその他に含めて表示しております。当第３四半期連結累計期間にお

いて営業活動によるキャッシュ・フローのその他に含まれている投資有価証券評価損益は561百万円です。　

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期連結貸借対照表）

１．損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産については、従来、これに対応する受注損失引当金と相殺して表示

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成19年12月27日　企業会計基準第15

号）および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成19年12月27日　企業会計基準適

用指針第18号）を第１四半期連結会計期間より適用し、たな卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示

することとし、受注損失引当金は流動負債の引当金に含めて表示しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間末においては、たな卸資産と相殺した受注損失引当金はありませんでした。

　

（四半期連結損益計算書）

１．前第３四半期連結会計期間において特別利益のその他に含めて表示しておりました投資有価証券売却益（前第

３四半期連結会計期間４百万円）については、特別利益の総額の100分の20超となったため、当第３四半期連結会

計期間より区分掲記しております。

２．前第３四半期連結会計期間において区分掲記しておりました関係会社清算益については、特別利益の総額の100

分の20以下となったため、特別利益のその他に含めて表示しております。当第３四半期連結会計期間において特別

利益のその他に含まれている関係会社清算益は18百万円です。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１．　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している有形固定資産の減価償却については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する

方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１  持分法適用会社であるPublicis　Groupe　S.A.が四半期決算を開示していないため、当第３四半期連結会計期間に

おいては、Publicis　Groupe　S.A.の損益に対する当社持分の取り込みおよびのれん相当額の償却を行っておらず、

当第３四半期連結累計期間には第２四半期連結累計期間の当社持分の取り込みおよびのれん相当額の償却が含ま

れております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 94,434百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額 89,783百万円

　２　担保資産
　　  担保に供されている資産で、事業の運営において重

要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べ
て著しい変動が認められるものはありません。

 
 

 

 
 

 

 
 
※３　たな卸資産の内訳

商品及び製品 95百万円

作品 799百万円

仕掛品 12,150百万円

原材料及び貯蔵品 227百万円

　　　　　計 13,272百万円
 

※４　工事契約に係る損失見込額
　　　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受注

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており、受
注損失引当金は流動負債の引当金に含めて表示して
おります。
　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資
産のうち、受注損失引当金に対応する額は327百万円
（うち仕掛品327百万円）であります。

※２　担保資産

現金及び預金 85百万円

有形固定資産その他(車両) 13百万円

投資有価証券 1百万円

計 100百万円

　　　上記資産は下記の債務の担保に供しております。

支払手形及び買掛金 898百万円

流動負債その他
（１年内返済予定の長期借入金）

6百万円

長期借入金 6百万円

計 911百万円

　　　なお、上記以外に現金及び預金のうち10百万円は官報
にかかわる取引保証のため担保に供し、投資その他
の資産その他のうち０百万円は当座預金口座開設の
ため担保に供しております。

※３　たな卸資産の内訳

商品及び製品 34百万円

作品 1,269百万円

仕掛品 12,953百万円

原材料及び貯蔵品 207百万円

　　　　　計 14,464百万円
 

―――――
 
 

　５　偶発債務
　　(1) 従業員住宅資金等融資制度による保証債務が　

2,342百万円あります。

　５　偶発債務
　　(1) 従業員住宅資金等融資制度による保証債務が

2,704百万円あります。

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対して債務保証を行って
おります。

　　(2) 下記会社の銀行借入等に対して債務保証を行って
おります。

　

Phoenix Communications Inc.(韓国)

(KRW      28,000,000千)2,209百万円

PDS Media,Inc.(韓国)　

(KRW      12,000,000千)946百万円

Match Hospitality AG(スイス)　

(USD          30,125千)2,774百万円

PT.Dentsu Indonesia　

(IDR      90,000,000千)891百万円

Dentsu Marcom Middle East FZ LLC(アラブ首長国連邦)

(AED             800千)20百万円

Dentsu Utama Sdn. Bhd.(マレーシア)

(MYR           1,000千)26百万円

Dentsu Creative Impact Pvt.Ltd.(インド)

(INR          76,685千)153百万円

㈱フロンテッジ 133百万円

㈱デジタルエッグ 423百万円

中影電通太科広告有限公司 100百万円

　　　　　　　　 計 7,678百万円
　

　

㈱エレクトロニック・ライブラリー 264百万円

Phoenix Communications Inc.(韓国)

(KRW 35,000,000千)2,460百万円

PDS Media,Inc.(韓国)　
(KRW  9,000,000千) 632百万円

Match Hospitality AG(スイス)　

(USD　　30,125千) 2,959百万円

PT.Dentsu Indonesia　

(IDR 55,000,000千) 473百万円

Dentsu Marcom Middle East FZ LLC(アラブ首長国連邦)

(AED　　　　800千) 21百万円

Dentsu Utama Sdn. Bhd.(マレーシア)

(MYR　　　1,000千) 26百万円

Dentsu Creative Impact Pvt.Ltd.(インド)

(INR　　　　4,051千) 7百万円

㈱フロンテッジ 167百万円

㈱デジタルエッグ 447百万円

中影電通太科広告有限公司 100百万円

　　　　　　　　 計 7,560百万円
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当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※６　期末日満期手形

　当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。期末日満期手形の金額は次のとお

りであります。

受取手形 1,719百万円

支払手形 1,251百万円

　

─────

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

※１　一部の事業の再編決定に伴う損失であり、内容は次

のとおりです。

たな卸資産評価損 3,807百万円

その他 677百万円

計 4,484百万円
 

　なお、たな卸資産評価損は、正味売却価額によらず、

再編を決定した事業の将来見込みを勘案して必要な

評価減を行ったものです。

※２　「連結財務諸表における資本連結手続に関する実

務指針」(日本公認会計士協会　平成19年３月29日会

計制度委員会報告第７号)第32項の規定に基づくの

れん償却額1,568百万円他であります。

 

※１　事業再編損は一部の事業の再編決定に伴う損失で
あり、内訳は次のとおりです。
連結の範囲内での合併・　　事
業譲渡に伴う支出額および支
出の見込額

226百万円

割増退職金　 307百万円

その他 128百万円

計 662百万円

 
―――――

 
 

――――― ※３　法人税等調整額のうち1,600百万円は、過年度法人
税等の計上に伴う繰延税金資産の取崩に対応するも
のです。

 

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１　「連結財務諸表における資本連結手続に関する実
務指針」(日本公認会計士協会　平成19年３月29日会
計制度委員会報告第７号)第32項の規定に基づくの
れん償却額748百万円他であります。

　　　　　　　　　　―――――
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 60,502百万円

 　 預入期間が３か月を超える
  　定期預金

△1,205百万円

 　 現金及び現金同等物 59,296百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 56,675百万円

 　 預入期間が３か月を超える
  　定期預金

△1,268百万円

 　 現金及び現金同等物 55,406百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日)

 

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式 　278,184,000株

　

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式  　29,024,808株

　

３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

会社名 目的となる株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

(連結子会社) 　 　

㈱クライテリア・コミュニケーションズ 普通株式 ０

合計 ０

(注) 新株予約権を行使することができる期間の初日が到来していません。

　

４　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,723 15平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 3,116 12.50平成21年９月30日 平成21年12月７日

　
（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

　　連結会計期間末後となるもの
　

　該当事項はありません。

　
５　株主資本の金額の著しい変動
　

　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当第３四半期連結貸借対照表計上額その他の金

額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるものはありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年

度の末日と比して著しい変動が認められるものはありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　電通(E04760)

四半期報告書

29/39



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
広告業
(百万円)

情報サービス業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 461,761 16,623 9,021 487,406 (5,802) 481,604

　営業利益 8,875 558 631 10,066 1,004 11,070

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

２　各事業区分の内容

広告業　　　　：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネット、セールスプロモーション、映画、屋外、交通、その他

すべての広告業務取扱いおよび広告表現に関する企画、制作ならびにマーケティング、PR、

コンテンツサービス等のサービス活動の一切。

情報サービス業：情報サービス、情報関連商品販売等。

その他の事業　：映像・音楽・その他の複製物の制作・製造・販売、事務所賃貸、ビルサービス、人材派遣、受

託計算業務等。

３　事業区分の変更

　従来、情報サービス業は、その他の事業に含めておりましたが、第１四半期連結会計期間において、情報サー

ビス業の営業損失の絶対値が営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の絶対値の10％以上で

あったため、第１四半期連結会計期間より「情報サービス業」として区分表示することに変更しました。

　なお、前連結会計年度と同じ事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりです。
　

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
広告業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 461,761 25,611 487,373 (5,768) 481,604

　営業利益 8,875 1,198 10,074 996 11,070

　
　また、従来、㈱電通総研が行っていた研究・コンサルティング事業については、その他の事業に含めておりま

したが、㈱電通との合併に伴い、既存の㈱電通の社内組織で行っていた消費者研究、ナレッジ開発・共有など

の機能と一体化されたため、合併後については広告業に含めて表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
広告業
(百万円)

情報サービス業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 415,942 12,050 5,237 433,230 (5,262) 427,968

　営業利益
(△は営業損失)

11,800 △1,132 542 11,210 901 12,111

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

２　各事業区分の内容

広告業　　　　：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネット、セールスプロモーション、映画、屋外、交通、その他

すべての広告業務取扱いおよび広告表現に関する企画、制作ならびにマーケティング、Ｐ

Ｒ、コンテンツサービス等のサービス活動の一切。

情報サービス業：情報サービス、情報関連商品販売等。

その他の事業　：事務所賃貸、ビルサービス、人材派遣、受託計算業務等。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
広告業
(百万円)

情報サービス業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 1,364,86052,808 32,8581,450,526(20,299)1,430,226

　営業利益 23,454 1,381 1,214 26,050 2,815 28,866

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

２　各事業区分の内容

広告業　　　　：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネット、セールスプロモーション、映画、屋外、交通、その他

すべての広告業務取扱いおよび広告表現に関する企画、制作ならびにマーケティング、PR、

コンテンツサービス等のサービス活動の一切。

情報サービス業：情報サービス、情報関連商品販売等。

その他の事業　：映像・音楽・その他の複製物の制作・製造・販売、事務所賃貸、ビルサービス、人材派遣、受

託計算業務等。

３　事業区分の変更

　従来、情報サービス業は、その他の事業に含めておりましたが、第１四半期連結会計期間において、情報サー

ビス業の営業損失の絶対値が営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の絶対値の10％以上で

あったため、第１四半期連結会計期間より「情報サービス業」として区分表示することに変更しました。

　なお、前連結会計年度と同じ事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりです。
　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
広告業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 1,364,86085,5581,450,418(20,191)1,430,226

　営業利益 23,454 2,610 26,065 2,800 28,866

　
　また、従来、㈱電通総研が行っていた研究・コンサルティング事業については、その他の事業に含めておりま

したが、㈱電通との合併に伴い、既存の㈱電通の社内組織で行っていた消費者研究、ナレッジ開発・共有など

の機能と一体化されたため、合併後については広告業に含めて表示しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、その他の事業に含まれる研究・コンサルティング事業の売上高

は119百万円(うち消去又は全社119百万円)であり、全て第１四半期連結会計期間に係るものであります。ま

た、この変更に伴う営業利益への影響額は軽微であります。
　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
広告業
(百万円)

情報サービス業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 1,174,35840,761 16,1821,231,302(17,475)1,213,826

　営業利益
(△は営業損失)

17,824 △3,139 1,586 16,271 2,691 18,693

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

２　各事業区分の内容

広告業　　　　：新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネット、セールスプロモーション、映画、屋外、交通、その他

すべての広告業務取扱いおよび広告表現に関する企画、制作ならびにマーケティング、Ｐ

Ｒ、コンテンツサービス等のサービス活動の一切。

情報サービス業：情報サービス、情報関連商品販売等。

その他の事業　：事務所賃貸、ビルサービス、人材派遣、受託計算業務等。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

海外
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 438,952 46,982 485,935 (4,330) 481,604

　営業利益 10,278 846 11,125 (54) 11,070

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

海外
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 395,513 33,625 429,138 (1,170) 427,968

　営業利益 11,714 398 12,112 (1) 12,111

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

海外
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 1,303,943136,7611,440,705(10,478)1,430,226

　営業利益 26,735 2,265 29,000 (134) 28,866

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

海外
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 1,126,21091,7801,217,990(4,164)1,213,826

　営業利益(△は営業損失) 19,219 △253 18,965 (2) 18,963

　

(注)　１　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　海外 … 米国、中国
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【海外売上高】

　　前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

Ⅰ　海外売上高 44,094百万円

Ⅱ　連結売上高 481,604百万円

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 9.2％

　

　　当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

Ⅰ　海外売上高 33,688百万円

Ⅱ　連結売上高 427,968百万円

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 7.9％

　

　　前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

Ⅰ　海外売上高 130,320百万円

Ⅱ　連結売上高 1,430,226百万円

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 9.1％

　

　　当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

Ⅰ　海外売上高 94,401百万円

Ⅱ　連結売上高 1,213,826百万円

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 7.8％

　

(注) １　各区分に属する主な国又は地域

海外 … 米国、中国

２　海外売上高は、連結財務諸表提出会社および連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であり

ます。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　共通支配下の取引等

（㈱電通国際情報サービスと㈱ブレイニーワークスとの合併）　

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称ならびに取引の

目的を含む取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容
　

　 合併存続会社 合併消滅会社

名称 ㈱電通国際情報サービス ㈱ブレイニーワークス

事業の内容
コンサルティング、システム開発、パッ
ケージソフトウエアの開発・販売、運用
保守サービス他

パッケージソフトウエアの開発・販売、
システム開発他

（２）企業結合の法的形式

㈱電通国際情報サービスを存続会社、㈱ブレイニーワークスを消滅会社とする吸収合併

（３）結合後企業の名称

㈱電通国際情報サービス

（４）取引の目的を含む取引の概要

地域金融機関向けソリューションや会計・人事などのソリューションの強化を目的として高度

化する顧客のビジネス課題に応え、また、重複する管理部門の効率化によりグループ経営の効率向

上を図るため、連結財務諸表提出会社の連結子会社である㈱電通国際情報サービスがその完全子

会社である㈱ブレイニーワークスを平成21年10月１日付で吸収合併したものであります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19

年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
　

（㈱電通国際情報サービスの㈱ISIDテクノソリューションズからの事業譲受け）

１．対象となった事業の名称及びその事業内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称ならびに取引

の目的を含む取引の概要

（１）対象となった事業の名称及びその事業内容
　

名称 ㈱ISIDテクノソリューションズのすべての事業

事業の内容 製造業向けソフトウエア販売・技術支援サービス等

（２）企業結合の法的形式

㈱ISIDテクノソリューションズを譲渡会社、㈱電通国際情報サービスを譲受け会社とする事業譲

受け

（３）結合後企業の名称

㈱電通国際情報サービス

（４）取引の目的を含む取引の概要

子会社である㈱ISIDテクノソリューションズの主たる事業である製造業向けソフトウエア販売・

技術支援サービス等を取り巻く事業環境は、特に金型・生産準備関連領域において、前第３四半期連

結会計期間以降厳しさを増しており、同社単独での事業の早期回復を見込むことが厳しいと判断い

たしました。この結果、同社の顧客等への影響を発生させないことを最優先に同社の親会社であり、

連結財務諸表提出会社の連結子会社である㈱電通国際情報サービスを譲受け会社とする事業譲受け

を平成21年10月１日付で実施し、同社のノウハウ等を取り込んだ製造業向け設計開発分野のソ

リューションとして再構築を図ることといたしました。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19

年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 1,882.83円
　

　 　

１株当たり純資産額 1,823.23円
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 1,594.56円１株当たり四半期純利益 78.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1,443.48円潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 78.00円
　

　

　連結財務諸表提出会社は、平成21年１月４日付をもっ
て普通株式１株に対し普通株式100株の割合で株式分割
を行いました。
（当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の
前第３四半期連結累計期間における１株当たり情報）
　１株当たり四半期純利益　　　　　　　 　15.95円
　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　14.43円
 

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 4,142 19,506

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 4,142 19,506

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,597 248,919

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら

れた四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)
　 　

　関連会社の新株予約権および新株予約権付社債 392 89

四半期純利益調整額(百万円) 392 89

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数(千株)

― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について
前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

平成15年６月27日定時株
主総会決議ストックオプ
ション(新株予約権方式)
は当第３四半期連結累計
期間においては希薄化効
果を有しておりません。

──―
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　 前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △1,599.07円１株当たり四半期純利益 49.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 49.63円
　

　

　連結財務諸表提出会社は、平成21年１月４日付をもっ
て普通株式１株に対し普通株式100株の割合で株式分割
を行いました。
（当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の
前第３四半期連結会計期間における１株当たり情報）
　１株当たり四半期純損失（△）　　　　△15.99 円
　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　      ─
 

　

(注) １　前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(△)(百万円)

△3,969 12,367

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(百
万円)

△3,969 12,367

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,482 249,198

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い

られた四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)
　 　

　関連会社の新株予約権および新株予約権付社債 ― 0

四半期純利益調整額(百万円) ― 0

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数(千株)

― ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式につい
て前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

平成15年６月27日定時株主
総会決議ストックオプショ
ン(新株予約権方式)は当第
３四半期連結会計期間にお
いては希薄化効果を有して
おりません。

───

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

   該当事項はありません。

　

２【その他】

第161期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)中間配当については、平成21年11月10日開催の取

締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対して、次のとおり行うことを

決議いたしました。

　 ①　配当金の総額 3,116百万円

　 ②　１株当たりの金額 12.50円

　 ③　支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成21年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社　電通(E04760)

四半期報告書

37/39



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
　

平成２１年２月１３日

株式会社　電通

　取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　永　　田　　高　　士　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　本　　　　　仁　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　広　　瀬　　　　　勉　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　瀬　　戸　　　　　卓　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社電通の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２０年４月１

日から平成２０年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電通及び連結子会社の平成２０年１

２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成２２年２月１２日

株式会社　電通

 取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　永　　田　　高　　士　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　本　　　　　仁　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　瀬　　戸　　  　　卓　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　水　　野　　博　　嗣　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社電通の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２１年４月１

日から平成２１年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電通及び連結子会社の平成２１年１

２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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